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平成１６年１１月期   個別財務諸表の概要 平成１７年１月２８日 

上場会社名 株式会社くろがね工作所 上場取引所 大証 市場第２部 

コード番号 ７９９７ 本社所在都道府県 大阪府 
問 合 せ 先 責任者役職名 常務取締役 管理本部長 
 氏    名 村 田 光 春 ＴＥＬ (06)6538－1010 
決算取締役会開催日 平成17年1月27日 中間配当制度の有無   無 
定時株主総会開催日 平成17年2月25日                 単元株制度採用の有無   有（1単元1,000株） 
 
１ １６年１１月期の業績（平成15年12月１日～平成16年11月30日） 
(1) 経営成績 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売上高 営業利益 経常利益 

百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
21,007 （ △10.6） △ 277 （    －） △ 374 （    －） 

 
16年11月期 
15年11月期 23,488 （ △ 1.8） 169 （ △  3.5） 40 （ △  3.7） 
 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

百万円   ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
   △ 769 （  －） △45 12 －       △ 9.5   △ 1.6 － 

 
16年11月期 
15年11月期    39 （  －）    2 32 －       0.5    0.1 0.2 
(注)①期中平均株式数      16年11月期 17,059,084株   15年11月期 17,062,425株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率 
 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配当率 

円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％ 
－  －  －  － － － 

 
16年11月期 
15年11月期 1  50  －  1  50  25 64.7 0.3 
 
(3) 財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円   銭 
23,823 8,108 34.0 475 39 

 
16年11月期 
15年11月期 27,994 8,774 31.3 514 31 
(注)①期末発行済株式数   16年11月期  17,056,848株   15年11月期  17,061,028株 
    ②期末自己株式数    16年11月期   1,514,291株   15年11月期   1,510,111株 
 
２ １７年１１月期の業績予想（平成16年12月1日～平成17年11月30日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
百万円 百万円 百万円 

11,500 30  20 
 
中間期 
通 期 21,500  70  50 

円 銭 
― 
― 

円 銭 
― 
1  50 

円 銭 
― 
1  50 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 2円93銭 
 
※上記の予想は現時点での入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって
異なる結果となる可能性があります。 
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（１）個別財務諸表等 

 

１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

科   目 
当  期 

(平成16年11月30日現在) 
前  期 

(平成15年11月30日現在) 
比 較 増 減 

(  資 産  の  部 )    

Ⅰ 流動資産     

1. 現 金 及 び 預 金  819 1,512 △ 693 

2. 受 取 手 形  1,441 2,167 △ 726 

3. 売 掛 金  5,789 6,374 △ 585 

4. 製 品  1,635 2,074 △ 438 

5. 原 材 料  103 234 △ 131 

6. 仕 掛 品  826 940 △ 114 

7. 貯 蔵 品  22 20 1 

8. 前 払 費 用  51 59 △ 7 

9. 未 収 入 金  351 331 20 

10. そ の 他  111 119 △ 7 

11. 貸 倒 引 当 金  △ 35 △ 48 12 

 流動資産合計  11,116 13,787 △ 2,671 

Ⅱ 固定資産     

1. 有形固定資産     

（1） 建 物  2,477 2,672 △ 194 

（2） 構 築 物  59 57 1 

（3） 機械及び装置  264 256 7 

（4） 車両及び運搬具  8 2 6 

（5） 工具器具備品  110 130 △ 20 

（6） 土 地  6,901 8,383 △ 1,481 

（7） 建 設 仮 勘 定  55 37 18 

 有形固定資産合計   9,877 11,540 △ 1,663 

2. 無形固定資産     

（1） 施 設 利 用 権  6 6 △ 0 

（2） ソフトウェア  3 4 △ 0 

（3） そ の 他  12 12 0 

 無形固定資産合計  22 23 △ 0 

3. 投資その他の資産     

（1） 投資有価証券  1,434 1,296 137 

（2） 関係会社株式  740 740 0 

（3） 長 期 貸 付 金  2 2 0 

（4） 長期前払費用  4 6 △ 1 

（5） 積 立 保 険 金  402 341 61 

（6） そ の 他  237 279 △ 41 

（7） 貸 倒 引 当 金  △ 16 △ 24 7 

 投資その他の資産合計  2,806 2,642 163 

 固定資産合計  12,706 14,207 △ 1,500 

Ⅲ 繰延資産     

1. 社 債 発 行 差 金  － 0 △ 0 

 繰延資産合計  － 0 △ 0 

資  産  合  計 23,823 27,994 △ 4,171 
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（単位：百万円） 

科   目 
当  期 

(平成16年11月30日現在) 
前  期 

(平成15年11月30日現在) 
比 較 増 減 

(  負 債  の  部 )    

Ⅰ 流動負債     

1. 支 払 手 形  3,531 4,528 △ 996 

2. 買 掛 金  2,576 3,311 △ 735 

3. 短 期 借 入 金  1,113 1,419 △ 306 

4. 
一年以内に償還する 
社 債 

   400 3,000 △ 2,600 

5. 
一年以内に返済する 
長 期 借 入 金 

 1,170 1,238 △ 68 

6. 未 払 金  60 90 △ 29 

7. 未 払 費 用  632 653 △ 21 

8. 未 払 消 費 税 等  － 91 △ 91 

9. 未 払 法 人 税 等  25 26 △ 0 

10. 前 受 金  83 55 27 

11. そ の 他  52 68 △ 15 

 流動負債合計  9,646 14,483 △ 4,837 

Ⅱ 固定負債     

1. 社 債  － 400 △ 400 

2. 長 期 借 入 金  3,687 1,477 2,209 

3. 退職給付引当金  279 254 25 

4. 
再 評 価 に 係 る    
繰 延 税 金 負 債 

 1,910 2,502 △ 591 

5. 繰 延 税 金 負 債  190 102 87 

 固定負債合計  6,068 4,736 1,331 

負  債  合  計 15,714 19,219 △ 3,505 

 （ 資  本  の  部 ）    

Ⅰ 資 本 金  2,998 2,998 0 

Ⅱ 資本剰余金     

1. 資 本 準 備 金  772 772 0 

2. その他資本剰余金  1,276 1,276 0 

（1） 資本準備金減少差益  1,276 1,276 0 

 資本剰余金合計  2,048 2,048 0 

Ⅲ 利益剰余金     

1. 当期未処分利益  116 39 77 

 利益剰余金合計  116 39 77 

Ⅳ 土地再評価差額金  2,819 3,691 △ 872 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  280 150 129 

Ⅵ 自己株式  △ 155 △ 154 0 

資  本  合  計 8,108 8,774 △ 666 

負 債 ・ 資 本 合 計 23,823 27,994 △ 4,171 
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２．比較損益計算書 

（単位：百万円） 

当  期 前  期 
自 平成 15 年 12 月 1 日 自 平成 14 年 12 月 1 日 科   目 
至 平成 16年 11月 30日 至 平成 15年 11月 30日 

比 較 増 減 

   %  %  % 

Ⅰ 売 上 高  21,007 100.0 23,488 100.0 △ 2,481 △ 10.6 

Ⅱ 売 上 原 価  17,385 82.8 19,125 81.4 △ 1,739 △ 9.1 

 売 上 総 利 益  3,621 17.2 4,363 18.6 △ 741 △ 17.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,899 18.6 4,193 17.9 △ 294 △ 7.0 

 
営 業 利 益 又 は   
営 業 損 失 （ △ ） 

 △ 277 △ 1.3 169 0.7 △ 447 － 

Ⅲ 営 業 外 収 益        

1. 受 取 利 息  21  14  6  

2. 受 取 配 当 金  13  13  △ 0  

3. そ の 他  97  73  23  

 計  132 0.6 101 0.4 30 29.9 

Ⅳ 営 業 外 費 用        

1. 支 払 利 息  198  214  △ 16  

2. そ の 他  30  16  14  

 計  229 1.1 230 1.0 △ 1 △ 0.8 

 
経 常 利 益 又 は   
経 常 損 失 （ △ ） 

 △ 374 △ 1.8 40 0.2 △ 415 － 

Ⅴ 特 別 利 益        

1. 固 定 資 産 売 却 益  180  0  180  

2. 投資有価証券売却益  －  170  △ 170  

3. 貸 倒 引 当 金 戻 入  2  －  2  

 計  183 0.9 170 0.7 12 7.5 

Ⅵ 特 別 損 失        

1. たな卸資産評価損  303  －  303  

2. 固 定 資 産 除 却 損  55  56  △ 0  

3. 投資有価証券売却損  0  －  0  

4. 投資有価証券評価損  0  1  △ 0  

5. 会 員 権 評 価 損  4  －  4  

6. 社債買入消却関連損失  99  －  99  

7. 工 場 移 転 損 失  662  －  662  

8. 過年度売上修正損  20  －  20  

9. 会 員 権 売 却 損  －  10  △ 10  

10. 早 期 退 職 加 算 金  －  77  △ 77  

 計  1,147 5.5 145 0.6 1,001 690.4 

 
税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 △ 1,337 △ 6.4 66 0.3 △ 1,404 － 

 法人税、住民税及び事業税  23 0.1 26 0.1 △ 3 △ 13.1 

 法 人 税 等 調 整 額  △ 591 △ 2.8 － － △ 591 － 

 
当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 

 △ 769 △ 3.7 39 0.2 △ 809 － 

 前 期 繰 越 利 益  13  －  13  

 土地再評価差額金取崩額  872  －  872  

 当 期 未 処 分 利 益  116  39  77  
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３．利益処分案又は利益処分計算書 

利益処分案 

（単位：百万円） 

平成 16 年 11 月期  
科   目 

（第 85 期）  
    
Ⅰ 当期未処分利益 116  
    
Ⅱ 次期繰越利益 116  
    
 

利益処分計算書 

（単位：百万円） 

平成 15 年 11 月期  
科   目 

（第 84 期）  
    
Ⅰ 当期未処分利益 39  
    
Ⅱ 利益処分額   
 株主配当金 25  
  （1 株につき 1円 50 銭）  
    
Ⅲ 次期繰越利益 13  
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重要な会計方針 

 当事業年度 前事業年度 
 自 平成 15 年 12 月 1 日 自 平成 14 年 12 月 1 日 
 至 平成 16 年 11 月 30 日 至 平成 15 年 11 月 30 日 
1. (1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は、全部資本直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(1)有価証券 
同 左 

 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 
 製品・原材料・貯蔵品 

総平均法による原価法 
同 左 

 

資産の評価基準及
び評価方法 

仕掛品 
総平均法による原価法（但し工事据付
関係の仕掛品については、個別法によ
る原価法） 

 

2. 
 
固定資産の減価償
却の方法 

(1)有形固定資産 
定率法 
ただし平成 10 年 4月 1日以降取得した建
物（建物附属設備を除く。）については定
額法によっております。 
なお、主な耐用年数は、以下のとおりで
あります。 
建物   3 年～50 年 
機械及び装置 
      10 年～13 年 

(1)有形固定資産 
同 左 

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 
 
 

定額法 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法によっております。 

同 左 

 (3)少額減価償却資産 (3)少額減価償却資産 
 
 

取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資
産につきましては、均等償却（3年）して
おります。 

同 左 

3. 社債発行差金 社債発行差金 
 
繰延資産の処理方
法 商法の規定による期間内均等償却(7 年)

しております。 
同 左 

4. (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては、個別に回収可能性を検討し回収不
能見込額を計上しております。 

同 左 

 (2)退職給付引当金 (2)退職給付引当金 
 

引当金の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当期末
における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。なお、
会計基準変更時差異については、15 年に
よる按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12 年）による定額法により翌事業年度
より費用処理することにしております。 

同 左 
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 当事業年度 前事業年度 
 自 平成 15 年 12 月 1 日 自 平成 14 年 12 月 1 日 
 至 平成 16 年 11 月 30 日 至 平成 15 年 11 月 30 日 
5. リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。 

同 左 

6. ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、
特例処理の要件を満たしている金利スワッ
プ取引については特例処理によっておりま
す。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…為替予約取引、 

金利スワップ取引 
ヘッジ対象…外貨建予定取引、 

変動金利借入金 
③ヘッジ方針 
外貨建仕入取引に係る為替変動リスクヘッ
ジのための為替予約取引を、また資金調達
に係る金利変動リスクヘッジのための金利
スワップ取引を行っており、投機目的で行
わない方針であります。 
④ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ
ローの変動の累計とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較
する方法によっております。 

①ヘッジ会計の方法 
同 左 
 
 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同 左 
 
 
 

③ヘッジ方針 
同 左 
 
 
 
 

④ヘッジの有効性評価の方法 
同 左 

(1)消費税等の処理方法 (1)消費税等の処理方法 7. その他財務諸表作
成のための基本と
なる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ
ております。 

同 左 

 

（表示方法の変更） 

当事業年度 前事業年度 
自 平成15年12月 1日 自 平成14年12月 1日 
至 平成16年11月30日 至 平成15年11月30日 

－ 前事業年度において区分掲記していた「設備関係支払手
形」（当事業年度12百万円）は負債及び資本の合計額の100
分の1以下ですので当事業年度より支払手形に含めて表示
しております。 

 

（追加情報） 

当事業年度 前事業年度 
自 平成15年12月 1日 自 平成14年12月 1日 
至 平成16年11月30日 至 平成15年11月30日 

－ （自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

 

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（企業会計基準第1号）を適用しておりま
す。これによる当事業年度の損益への影響は軽微でありま
す。 
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注  記  事  項    
（貸借対照表関係）    

当事業年度末 前事業年度末 
（平成16年11月30日現在） （平成15年11月30日現在） 

1. 関係会社に対する短期金銭債権 376百万円 1. 関係会社に対する短期金銭債権 166百万円 
2. 関係会社に対する短期金銭債務 860百万円 2. 関係会社に対する短期金銭債務 815百万円 
3. 自己株式の株数及び帳簿価額 3. 自己株式の株数及び帳簿価額 
 株 数 1,514千株  株 数 1,510千株 
 帳 簿 価 額 155百万円  帳 簿 価 額 154百万円 
4. 有形固定資産の減価償却累計額 8,335百万円 4. 有形固定資産の減価償却累計額 9,119百万円 
5. 重要なリース資産 5. 重要なリース資産  
 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約に
より使用している主要な固定資産として鋼板プレス加
工設備の一部及び各種コンピュータ等があります。 

 同 左 

6. 担保資産  6. 担保資産  
 担保に供している資産  担保に供している資産 
 建 物 2,333百万円  建 物 2,498百万円 
 土 地 6,901百万円  土 地 8,383百万円 
 投 資 有 価 証 券 1,229百万円  投 資 有 価 証 券 1,034百万円 
 合 計 10,464百万円  合 計 11,916百万円 
      
 上記担保資産が供されている債務  上記担保資産が供されている債務 
 短 期 借 入 金 560百万円  短 期 借 入 金 774百万円 
 一 年 以 内 に 償 還 す る   
社 債 

400百万円 
 一 年 以 内 に 返 済 す る   
社 債 

3,000百万円 

 一 年 以 内 に 返 済 す る   
長 期 借 入 金 

973百万円 
 一 年 以 内 に 返 済 す る   
長 期 借 入 金 

1,131百万円 

 長 期 借 入 金 3,482百万円  社 債 400百万円 
 合 計 5,416百万円  長 期 借 入 金 1,477百万円 
    合 計 6,784百万円 
7. 受取手形裏書譲渡高 62百万円 7. 受取手形裏書譲渡高 91百万円 
      
8. 偶発債務 8. 偶発債務 
 下記会社等の銀行借入について債務保証を行ってお
ります。 

 下記会社等の銀行借入について債務保証を行っており
ます。 

 ケイ・エス・エム株式会社 450百万円  ケイ・エス・エム株式会社 550百万円 
 く ろがね興産株式会社 140百万円  く ろがね興産株式会社 140百万円 
 従 業 員 （ 住 宅 資 金 ） 16百万円  従 業 員 （ 住 宅 資 金 ） 20百万円 
 合 計 606百万円  合 計 710百万円 
9. 「土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布 
法律第34号）」及び平成11年3月31日の改正同法律に基
づき、事業用地の再評価を行っております。なお、評
価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上
し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て資本の部に計上しております。 

9. 「土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布 
法律第34号）」及び平成11年3月31日の改正同法律に基
づき、事業用地の再評価を行っております。なお、評
価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上
し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て資本の部に計上しております。 

 ① 同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の
再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布 
政令119号)第2条第3号によるところの固定資産税
評価額による方法としています。 
② 再評価を行った年月日 
平成12年11月30日 

③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、再
評価後の帳簿価額を2,132百万円下回っておりま
す。 

 ① 同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の
再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布 
政令119号)第2条第3号によるところの固定資産税
評価額による方法としています。 
② 再評価を行った年月日 
平成12年11月30日 

③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、再
評価後の帳簿価額を1,788百万円下回っておりま
す。 

  10. 期末日が金融機関の休日につき、期末日満期手形を交
換日に入出金する方法によりました。期末日満期手形
の金額は次のとおりであります。 

    受 取 手 形 242百万円 
    支 払 手 形 864百万円 
    受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 30百万円 
      
      



    

－ ３０ － 

（損益計算書関係） 

当事業年度 前事業年度 
自 平成15年12月 1日 自 平成14年12月 1日 
至 平成16年11月30日 至 平成15年11月30日 

1. 関係会社との取引高 1. 関係会社との取引高 
 売 上 高 1,877百万円  売 上 高 2,140百万円 
 仕 入 高 1,643百万円  仕 入 高 1,393百万円 
 経 費 仕 入 高 1,466百万円  経 費 仕 入 高 1,434百万円 
 営 業 外 取 引 高 6百万円  営 業 外 取 引 高 6百万円 
2. 減価償却実施額 2. 減価償却実施額 
 有 形 固 定 資 産 272百万円  有 形 固 定 資 産 291百万円 
 無 形 固 定 資 産 3百万円  無 形 固 定 資 産 4百万円 
 合 計 276百万円  合 計 295百万円 

 

（有価証券関係） 

当事業年度末（平成 16 年 11 月 30 日） 

 子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成 15 年 11 月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

当事業年度 前事業年度 
自 平成15年12月 1日 自 平成14年12月 1日 
至 平成16年11月30日 至 平成15年11月30日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

  繰延税金資産   繰延税金資産 
   百万円    百万円 
 退職給付引当金損金算入限度超過額 107   退職給付引当金損金算入限度超過額 93  

 繰越欠損金 1,054    繰越欠損金  1,121   
 ゴルフ会員権評価損否認 7    その他有価証券評価差額金  8   
 その他 1     ゴルフ会員権評価損否認  6   
 繰延税金資産 小計 1,170     繰延税金資産 小計 1,228   
  評価性引当額 △ 1,170     評価性引当額 △ 1,228   
  繰延税金資産計上額 0     繰延税金資産計上額 0   
            
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

     法定実効税率  ％ 
  
当期は税引前当期純損失となったため、記載して
おりません。     （調整） 40.4   
   

 
   交際費等永久に損金に算入されない

項目 
13.6 
  

   
 
   受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 3.1 
  

       住民税均等割額 40.3   
       税務上の繰越欠損金の利用 △ 50.9   
       税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.3 ％ 
        

 

 

 

 

 



    

－ ３１ － 

（２）役員の異動 
 
1.新任取締役候補（平成 17 年 2 月 25 日予定） 

取締役    平野 健次   （現）当社ファシリティ環境事業本部 理事 

 

2.新任監査役候補（平成 17 年 2 月 25 日予定） 

監査役    中澤 勝三   （現）ケイ・エフ・エス株式会社 取締役社長 

 

3.退任予定監査役（平成 17 年 2 月 25 日予定） 

監査役    田沢 康夫 

 

 


